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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザ光に対する透光性を有する第１の樹脂材と、この第１の樹脂材に比較してレーザ
光を透過し難い第２の樹脂材とを互いに突き合わせ、前記第１の樹脂材側から前記第２の
樹脂材に向けてレーザ光を照射して前記第１の樹脂材と前記第２の樹脂材とを互いに密着
させて接合するに際し、
　前記第１の樹脂材と前記第２の樹脂材との突き合わせ部の幅よりも小径のスポット径と
したレーザ光を前記第１の樹脂材側から照射して前記第１および第２の樹脂材との突き合
わせ部に溶着部を形成する予備溶着を行った後、この溶着部の近傍に前記予備溶着よりさ
らに小径のスポット径で前記予備溶着よりも強度が低いレーザ光を再度照射して本溶着を
行う、ことを特徴とするレーザ溶着方法。
【請求項２】
　前記レーザ光の照射は、互いに突き合わせた前記第１の樹脂材と前記第２の樹脂材との
間を加圧した状態で行われる請求項１に記載のレーザ溶着方法。
【請求項３】
　前記第１の樹脂材および第２の樹脂材は、互いに突き合わせて接合されて密閉容器を形
成するものであって、
　前記レーザ光の照射は、前記第１の樹脂材と前記第２の樹脂材との突き合わせ部がなす
前記密閉容器の接合端面の連なり方向に沿ってその照射位置を移動させて前記溶着部を線
状に形成して前記予備溶着を行った後、更にこの線状の溶着部の近傍に該溶着部に沿って
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その照射位置を連続移動させて前記本溶着を行うことにより、前記第１の樹脂材と前記第
２の樹脂材との間を水密に溶着するものである請求項１に記載のレーザ溶着方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、第１の樹脂材と第２の樹脂材とをレーザ溶着するに好適なレーザ溶着方法お
よびこのレーザ溶着方法を用いて実現される筐体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光電センサの筐体は、その内部に発光素子と受光素子とを収納して水密にシールするも
のであり、一般的には箱形の密閉容器を形成する第１および第２の部材を互いに突き合わ
せ、その突き合わせ面を接合して構成される。ちなみに第１および第２の部材は一般的に
は樹脂材からなり、その接合は突き合わせ面を接着して、または二次成形して、或いは超
音波溶着することによって行われる。また光電センサを対象とするものではないが、レー
ザ光を用いて異種の合成樹脂材をスポット的に溶着する、いわゆるレーザ溶着の手法も提
唱されている（例えば特許文献１を参照）。
【０００３】
　ちなみに上述したレーザ溶着は、レーザ光を透過する第１の樹脂材と、レーザ光を吸収
する第２の樹脂材とを互いに突き合わせた状態で前記第１の樹脂材側から第２の樹脂材に
向けてレーザ光を照射し、その突き合わせ面における第２の樹脂材のレーザ光照射部位を
溶融させると共に、その溶融熱にて第１の部材を溶融させた後、これらの溶融物を一体に
固化させることにより達せられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭６０－２１４９３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで前述した第１および／または第２の部材の接合面に反り（ソリ）や退け（ヒケ
）、或いは歪み等があると、これらの部材を相互に突き合わせても完全に密着することが
なく、これに起因してその溶着状態が不安定になることが否めない。ちなみに第１および
第２の部材間の接合強度を確保するだけであるならば上記溶着状態のバラツキはさほど問
題とはならない。しかし第１の部材と第２の部材とを接合して密閉容器を形成する場合等
、その溶着部における水密性（シール性）が必要な場合には、溶着状態の悪い部位におい
て漏れが生じる虞がある。このような不具合を防ぐべく、予め第１の部材および第２の部
材の製作精度を高めておくこと等が考えられるが、第１および第２の部材の製造コストの
上昇を招く等の問題がある。
【０００６】
　本発明はこのような事情を考慮してなされたもので、その目的は、レーザ光を透過する
第１の樹脂材と、レーザ光を吸収する第２の樹脂材とを互いに突き合わせてレーザ溶着す
るに際して、接合強度が高く、しかも水密性（シール性）を十分に確保し得る安定した状
態の溶着部を容易に形成することのできるレーザ溶着方法を提供することにある。
　また本発明は、上記レーザ溶着方法を用いて実現される、例えば光電センサに好適な構
造の筐体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、レーザ光を透過し易い第１の樹脂材と、この第１の樹脂材に比較してレーザ
光を透過し難い第２の樹脂材とを互いに突き合わせ、その突き合わせ面の幅よりも小さい
スポット径のレーザ光を照射位置を移動させながら前記第１および第２の樹脂材をレーザ
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溶着する実験過程において、線状に溶着部を形成した１本目のレーザ溶着痕に比較して、
その近傍に線状に溶着部を形成した２本目のレーザ溶着痕の方が均一で、その溶着幅の変
動がないことに着目してなされている。そして１本目のレーザ溶着痕と２本目のレーザ溶
着痕について検証したところ、第２のレーザ溶着痕には第１のレーザ溶着痕中に見られた
発泡が減少する等、その溶着状態が安定していることを見出し、これに立脚して本発明が
なされている。
【０００８】
　そこで前述した目的を達成するべく本発明に係るレーザ溶着方法は、レーザ光を透過す
る第１の樹脂材と、レーザ光を吸収する第２の樹脂材とを互いに突き合わせ、前記第１の
樹脂材側から前記第２の樹脂材に向けてレーザ光を照射して前記第１の樹脂材と前記第２
の樹脂材とを互いに密着させて接合するに際して、
　前記第１の樹脂材側からレーザ光を照射して前記第１および第２の樹脂材との突き合わ
せ部に溶着部を予備的に形成した後、この溶着部の近傍に再度レーザ光を照射して前記第
１および第２の樹脂材を互いに密着させて溶着（本溶着）することを特徴としている。
【０００９】
　ちなみに前記レーザ光としては、その照射部位でのスポット径が前記第１の樹脂材と前
記第２の樹脂材との突き合わせ部の幅よりも小径のものを用い、また前記レーザ光の照射
は、互いに突き合わせた前記第１の樹脂材と前記第２の樹脂材との間を加圧した状態で行
うことが望ましい。
　また前記第１の樹脂材および第２の樹脂材が、互いに突き合わせて接合されて密閉容器
を形成するものである場合には、前記第１の樹脂材と前記第２の樹脂材との突き合わせ部
がなす前記密閉容器の接合端面の連なり方向に沿って前記レーザ光の照射位置を移動させ
て前記溶着部を線状に形成した後（予備溶着処理）、更にこの線状の溶着部の近傍に該溶
着部に沿って前記レーザ光の照射位置を連続移動させることで前記第１の樹脂材と前記第
２の樹脂材との間を水密に溶着する（本溶着処理）ことが望ましい。
【００１０】
　また本発明に係る筐体は、レーザー光に対する透光性を有する第１の樹脂材と、前記第
１の樹脂材に比較してレーザ光を透過し難い第２の樹脂材とを備え、前記第１および第２
の樹脂材の互いに突き合わせた突き合わせ部に対して前記第１の樹脂材側から前記第２の
樹脂材に向けてレーザ光を照射して前記第１の樹脂材と前記第２の樹脂材との突き合わせ
部を互いに密着させて接合して形成されるものであって、
　前記第１および第２の樹脂材は、前記接合部の長手方向に対して線状に形成された第１
のレーザ溶着部位と、前記第１のレーザ溶着部位の近傍に線状に形成された第２のレーザ
溶着部位とによって接合されていることを特徴としている。
【００１１】
　ちなみに前記第１樹脂材および第２の樹脂材は、互いに突き合わせて接合されて密閉容
器を形成するものからなる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明に係るレーザ溶着方法によれば、予備的に形成した溶着部の近傍に形成した主た
る溶着部により、第１の樹脂材と第２の樹脂材とを簡易に、しかも安定に接合（レーザ溶
着）することができる。特に第１の樹脂材と第２の樹脂材との接合強度を十分に高くする
ことができ、またその突き合わせ部（接合部）での水密性（シール性）が必要な場合であ
っても、その要求を十分に満たし得る安定した状態のレーザ溶着部を容易に形成すること
ができる。
【００１３】
　また本発明に係る筐体によれば、第１の樹脂材と第２の樹脂材との接合強度を十分に高
めた構造を実現し得る。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
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【図１】本発明に係るレーザ溶着方法を用いて組み立てられる光電センサの構造例を示す
図。
【図２】図１に示す光電センサの筐体の概略的な断面構造を示す図。
【図３】第１の部材と部位２の部材とのレーザ溶着部分の構造を模式的に示す図。
【図４】本発明に係るレーザ溶着方法の処理概念を示す図。
【図５】本発明に係るレーザ溶着方法による効果を確認する為の検証実験の形態を示す図
。
【図６】本発明に係るレーザ溶着方法による効果を確認する為の別の検証実験の形態を示
す図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の一実施形態に係るレーザ溶着方法について説明する。
　本発明に係るレーザ溶着方法は、基本的にはレーザ光を透過する第１の樹脂材（例えば
ＰＡＲ；ポリアリレート）、およびレーザ光を吸収する第２の樹脂材（例えばＰＣ；ポリ
カーボネート）の各接合面を互いに突き合わせ、第１の樹脂材側から第２の樹脂材に向け
てその突き合わせ面（接合面）の幅よりも小さいスポット径のレーザ光を照射して上記接
合面におけるレーザ光の照射部位を溶融させた後、冷却（除熱）によってその溶融部を固
化することにより前記第１および第２の樹脂材を相互に接合（溶着）するものである。
【００１６】
　このようなレーザ溶着方法は、例えば図１に示すような光センサ装置の筐体組立に利用
される。ちなみに光センサ装置は、発光素子１と受光素子２とを搭載した回路基板３を、
合成樹脂製の密閉筐体４の内部に収納して構成される。この密閉筐体４は、例えば平板状
の底面部の周縁を囲む立ち上がり壁を有し、その一端側を開放した箱形形状の第１の部材
５および第２の部材６の各開放端面５ａ,６ａを互いに突き合わせ、その突き合わせ面（
接合面）間を水密に接合することによって形成される。
【００１７】
　尚、前記第１および第２の部材５,６は、例えば縦幅１０ｍｍ、横幅５ｍｍ、高さが２
ｍｍ程度の外観形状を有し、底板部および壁部の厚みを０.８ｍｍ程度としてその内部に
前記回路基板３を収容する空間部を凹状に形成した箱形形状の射出成形品からなる。特に
前記第２の部材６は、前述したレーザ光を吸収する第２の樹脂材からなり、その内側には
前記回路基板３を各方向（幅、奥行き、深さ）に対して位置決めして収容する為のボス（
図示せず）が設けられている。また第１の部材５は、前述したレーザ光を透過する第１の
樹脂材からなり、その底面部にはレンズ５ｂ,５ｂが一体に形成されている。尚、別体と
して製造したレンズ５ｂ,５ｂを第１の部材５に接着することで、これらを一体化してお
くことも可能である。これらのレンズ５ｂ,５ｂは、前記回路基板３を内部に収納して前
記第１および第２の部材５,６の各開放端面５ａ,６ａを互いに突き合わせたとき、回路板
３に搭載された発光素子１および受光素子２にそれぞれ対峙して、その光学系を形成する
ものである。
【００１８】
　そして前記第１および第２の部材５,６のレーザ溶着は、先ず上述した構造の第１およ
び第２の部材５,６を互いに突き合わせ、図示しない治具を用いて第１および第２の部材
５,６に歪みが生じない程度の圧力を加えて上記状態を維持する。次いでこの状態におい
て図２に示すように前記第１の部材５側からその突き合わせ面である開放端面５ａ,６ａ
に向けて、例えばビーム径を０.１～０.４ｍｍに絞り込んだ微小径の、波長が８００～１
０００ｎｍの赤外レーザ光Ｌを照射し、そのレーザ光の照射部位において第１および第２
の部材５,６間を溶着（レーザ溶着）する。この際、上記レーザ光Ｌの照射位置を、いわ
ゆる一筆書きの要領にて前記開放端面５ａ,６ａに沿って連続移動させることにより、前
記各開放端面５ａ,６ａ間を、その全周に亘って連続してシーム溶着する。尚、本発明に
おいて言うシーム溶着とは上記センサ装置の使用環境において、例えば周囲の水分等がセ
ンサ装置の内部に侵入することによって当該センサ装置の動作に異常が生じない程度の水
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密性（シール性）を与える溶着形態を指す。
【００１９】
　尚、ここでのレーザ溶着は、図３に示すように互いに突き合わせた第１および第２の部
材５,６の各開放端面（突き合わせ面）５ａ,６ａ間に未溶着領域Ａを残しながら、上述し
た微小径のレーザ光Ｌの照射部位だけを局部的に溶融させ、これによって第１および第２
の部材５,６間を溶着する。この際、第２の部材６の溶融は、第１の部材５を透過したレ
ーザ光のエネルギを吸収して発熱することにより局部的に生じ、また第１の部材５の溶融
は上記第２の部材６の溶融熱が伝播することによって生起される。そしてレーザ光Ｌの照
射位置の移動に伴って上記レーザ光が照射されなくなった部位では温度が低下し、上述し
た如く溶融した第１および第２の部材５,６の構成材料が互いに混ざり合って硬化する。
これらの溶融部の硬化によって第１および第２の部材５,６間の溶着が短時間のうちに行
われ、またレーザ光Ｌが照射されなかった部位は、未溶着領域Ａとして前記レーザ光Ｌの
照射軌跡（図１の破線Ｘ）の両側に残される。
【００２０】
　この未溶着領域Ａによって第１および第２の部材５,６間の機械的な組み付け位置関係
が規定され、その組立精度（寸法精度）が確保される。換言すれば第１および第２の部材
５,６の各開放端面（突き合わせ面）５ａ,６ａの全てをレーザ溶着するものとすると、第
１および第２の部材５,６の上記各突き合わせ面５ａ,６ａの溶融と、第１および第２の部
材５,６間の加圧によって、その組み付け寸法にずれが生じる虞がある。このような不具
合を防ぐべく、上記未溶着領域Ａによって組み付け寸法を維持しながら、第１および第２
の部材５,６間をレーザ溶着する。
【００２１】
　ここで本発明に係るレーザ溶着方法について説明すると、その概念を図４(ａ)～(ｃ)に
示すように、先ず予備溶着処理として前記第１の部材（第１の樹脂材）５側からレーザ光
Ｌを照射して前記第１および第２の樹脂材（第１の樹脂材）６との突き合わせ部に溶着部
Ｂ１を形成した後、本溶着処理として上記溶着部Ｂ１の近傍に再度レーザ光Ｌを照射する
ことで前記第１および第２の部材（樹脂材）５,６を互いに密着させて完全溶着すること
にある。
【００２２】
　具体的には前記第１および第２の部材５,６の各接合面間を互いに突き合わせ、これら
の第１および第２の部材５,６に歪みが生じない程度の圧力を加えてその突き合わせ状態
を維持する。この状態において、先ず予備溶着処理として１回目のレーザ溶着処理を実行
し（図４(ｂ)を参照）、引き続いて上記１回目のレーザ溶着部の近傍に本溶着処理として
２回目のレーザ溶着処理を実行する（図４(ｃ)を参照）。
【００２３】
　ここで第１および第２の部材５,６を直線状にレーザ溶着した際の、１回目（１本目）
の溶着処理（予備溶着）における溶着痕Ｃ１と、２回目（２本目）の溶着処理（本溶着）
における溶着痕Ｃ２について調べてみたところ、概略的には図４(ａ)に示すように予備溶
着による溶着痕Ｃ１の幅は不規則であるが、これに比して本溶着による溶着痕Ｃ２の幅は
均一で安定していることが確認できた。またその接合断面について調べてみたところ、図
４(ｃ)に示すように予備溶着による溶着部Ｂ１の近傍には第１の部材５と第２の部材６と
の間に微小な隙間が存在し、本溶着による溶着部Ｂ２の近傍においては第１および第２の
部材５,６が高度に密着していることが確認できた。
【００２４】
　ちなみに溶着部Ｂ１の近傍に存在する微小な隙間は、第１および第２の部材５,６に存
在する反り（ソリ）や退け（ヒケ）等の部品精度（接合面の平坦度）に起因するものであ
ると考えられる。また本溶着による２本目の溶着部Ｂ２の近傍が高度に密着し、均一で安
定したレーザ溶着痕Ｃ２が得られた理由は、１本目のレーザ溶着（予備溶着）において第
１および第２の部材５,６が局部的に昇熱（例えば３００℃）した後に常温に戻る際、レ
ーザ光Ｌの照射部位の近傍においてもその厚み方向に冷却による収縮が発生して上述した
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微小な隙間が圧縮されて更に小さく（狭く）なった結果である、或いは１本目のレーザ溶
着（予備溶着）において第１および第２の部材５,６におけるレーザ光Ｌの照射部位およ
びその近傍が熱変形温度以上となり、これによって第１および第２の部材５,６が前述し
た微小な隙間を埋める形で熱変形した結果であると考えられる。そして予備溶着による１
本目のレーザ溶着痕Ｃ１の近傍の、前述した如く微小な隙間が圧縮された部位に２本目の
レーザ溶着（本溶着）を施すことにより、第１および第２の部材５,６が互いに密着した
状態で溶着され、良好なレーザ溶着痕Ｃ２が得られたものと推定される。
【００２５】
　このような予備溶着と本溶着とによる効果を確かめるべく、本発明者等は次のような検
証実験を行った。具体的には厚みが３ｍｍの平板からなる第１の樹脂材（ＰＡＲ；ポリア
リレート）５と第２の樹脂材（ＰＣ；ポリカーボネート）６とを用意し、これらを重ね合
わせると共に一対のガラス板（治具）の間に挟み込んで０.５ＭＰａの圧力を加えて保持
し、図５(ａ)～(ｅ)に示すように第１および第２の樹脂材５,６を円形にレーザ溶着した
。
【００２６】
　尚、図５(ａ),(ｂ)は、スポット径を０.０５ｍｍと細く絞り込んだレーザ光Ｌにて直径
１０ｍｍ、および直径２０ｍｍの円をそれぞれ描いてレーザ溶着（微細溶着）した様子を
示している。また図５(ｃ)はスポット径を０.１５ｍｍと太くすると共に、その強度を高
くしたレーザ光Ｌにて直径１５ｍｍの円を描いてレーザ溶着（強溶着）した様子を示して
いる。そして図５(ｄ)は図５(ｃ)に示す如く強溶着したレーザ溶着部を予備溶着とし、そ
の内側にスポット径が０.０５ｍｍのレーザ光Ｌを用いて直径１０ｍｍの円をレーザ溶着
（微細溶着）した様子を示している。また図５(ｅ)は、更に図５(ｃ)に示す如く強溶着し
たレーザ溶着部を予備溶着し、その外側にスポット径が０.０５ｍｍのレーザ光Ｌを用い
て直径２０ｍｍの円をレーザ溶着（微細溶着）した様子を示している。
【００２７】
　これらのレーザ溶着した各サンプルのレーザ溶着痕を観察したところ、図５(ａ),(ｂ)
にそれぞれ示すように直径１０ｍｍ、および直径２０ｍｍの円を微細溶着しただけのレー
ザ溶着痕には、気泡が含まれたり、その溶着幅が変動している等の不安定な現象が見られ
た。また図５(ｃ)に示す如く強溶着したレーザ溶着痕においても、若干ではあるが気泡が
含まれたり、その溶着幅が変動している等の不安定な現象が見られた。これに対して図５
(ｄ),(ｅ)にそれぞれ示すように、図５(ｃ)に示す如く強溶着したレーザ溶着部を予備溶
着とし、その内側および外側に直径１０ｍｍ、および直径２０ｍｍの円を微細溶着（本溶
着）したレーザ溶着痕には気泡が減少し、またその溶着幅も全周に亘って略均一であるこ
とが確認できた。換言すればスポット径が０.０５ｍｍのレーザ光Ｌを用いて直径１０ｍ
ｍまたは直径２０ｍｍの円をレーザ溶着（微細溶着）するに際し、図５(ｃ)に示す如く予
備溶着した円形の溶着痕の近傍に形成することで、非常に安定したレーザ溶着を行い得る
ことが確認できた。
【００２８】
　尚、第１の樹脂材（ＰＡＲ）５と第２の樹脂材（ＰＣ）６とを重ね合わせて挟み込む圧
力を０.５ＭＰａから０.３ＭＰａへと低減し、その他について上述した条件と同様にして
レーザ溶着実験を行ったところ、先の実験と同様な効果が得られることが確認できた。こ
のことから第１の樹脂材（ＰＡＲ）５と第２の樹脂材（ＰＣ）６とを挟み込む圧力につい
てはレーザ溶着結果に殆ど依存せず、むしろ良好なレーザ溶着が得られるか否かは、予備
溶着を行ったか否かであると考えられる。
【００２９】
　また前述した第１の樹脂材（ＰＡＲ；ポリアリレート）５と第２の樹脂材（ＰＣ；ポリ
カーボネート）６とを用い、直線状にレーザ溶着した場合についても検証した。図６(ａ)
は、スポット径を０.０５ｍｍと細く絞り込んだレーザ光Ｌにて直線状にレーザ溶着（微
細溶着）した様子を示しており、図６(ｂ)は、スポット径を０.１５ｍｍと太くし、その
強度を高くしたレーザ光Ｌにて直線状にレーザ溶着（強溶着）した様子を示している。そ
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して図６(ｃ)は図６(ｂ)に示す如く強溶着したレーザ溶着部を予備溶着とし、この溶着部
から１ｍｍ離れた位置にスポット径が０.０５ｍｍのレーザ光Ｌを用いて上記溶着部と平
行に直線状にレーザ溶着（微細溶着）した様子を示している。更に図６(ｄ)は、図６(ｂ)
に示す如く強溶着したレーザ溶着部を予備溶着とし、この溶着部から１ｍｍおよび２ｍｍ
離れた位置にスポット径が０.０５ｍｍのレーザ光Ｌを用いて上記溶着部と平行にそれぞ
れ直線状にレーザ溶着（微細溶着）した様子を示している。
【００３０】
　このように直線状にレーザ溶着を行った場合であっても、図６(ａ),(ｂ)にそれぞれ示
すように、単に１本のラインを形成してレーザ溶着を行った場合には、その溶着痕の中央
部に気泡が見られたり、その溶着幅が不安定になることが見出された。しかし図６(ａ),(
ｂ)にそれぞれ示すように、図６(ｂ)に示した１本目のレーザ溶着を予備溶着とし、その
溶着部の近傍に２本目のレーザ溶着（本溶着）を行った場合、本溶着におけるレーザ溶着
痕が非常に安定していることが確認できた。
【００３１】
　かくして本発明に係るレーザ溶着方法に示されるように、レーザ光を透過する第１の樹
脂材と、レーザ光を吸収する第２の樹脂材とを互いに突き合わせてレーザ溶着するに際し
て、予め第１および第２の樹脂材を予備溶着を行った後、その近傍に本溶着を行うことで
第１および第２の樹脂材を非常に良好に溶着することができる。特に第１の樹脂材と第２
の樹脂材とを線状に連続して溶着する場合、線状のレーザ溶着痕に沿って第１の樹脂材と
第２の樹脂材とを確実に密着させて、その溶着部を均一な幅で安定に形成することができ
るので、当該溶着部での水密性（シール性）を安定に、しかも確実に確保することが可能
となる。しかも予備溶着した部位の近傍に本溶着を施すだけで、簡易に安定した高品質な
溶着を実現することができると言う、実用上優れた効果を発揮し得る。
【００３２】
　従って第１および第２の樹脂材からなる第１の部品および第２の部品の製造精度（仕上
げ面精度）を或る程度確保するだけで、換言すれば接合面の仕上げ面精度を十分に高める
ことなく、第１の部品と第２の部品とを確実にレーザ溶着することができる。更に溶着部
での水密性（シール性）が要求される場合でも、その要求を簡易に、しかも確実に満たし
得る等の効果が奏せられる。
【００３３】
　尚、本発明は上述した実施形態に限定されるものではない。例えば第１の樹脂材として
ポリメタクリル酸メチル（ＰＭＭＡ）等であっても良く、また第２の樹脂材としてカーボ
ンフィラーを含むアクリロニトリル-ブタジエン-スチレン（ＡＢＳ）等であっても良い。
即ち、第１の樹脂材および第２の樹脂材には種々の材料を適宜用いることができる。また
ここではレーザ溶着部を線状に形成して、その溶着部での水密性（シール性）を確保する
場合を例に説明したが、溶着部をスポット状に形成して第１の樹脂材と第２の樹脂材とを
確実にレーザ溶着し、その結合強度を高める場合にも同様に適用することができる。
【００３４】
　特に本発明に係る筐体については、筐体内に電子回路を内包して所定の水密性が要求さ
れる機器、或いは所定の強度が要求される機器の筐体として用いるに特に好適である。例
えば第１の樹脂材を用いて一面が開口した箱体を形成すると共に、第２の樹脂材を用いて
前記箱体の開口を塞ぐ蓋を形成し、箱体内に電子回路を収納した上で前記箱体の開口を前
記蓋体にて閉塞することにより密閉容器状の筐体を形成する場合に好適である。この場合
においても前述の手法と同様に第１の樹脂材および第２の樹脂材を２本の溶着によって接
合せしめることにより、両樹脂材の結合強度を高めると共に溶着部でのシール性を確保し
た筐体を製造するようにすれば良い。
【００３５】
　尚、上述した筐体の外側に設けられる他の電子機器やバッテリー等と、当該筐体に内蔵
した電子回路とを相互に接続するケーブルの敷設が必要となる場合には、前記筐体にケー
ブルを挿通するケーブル引き出し孔を設けておくことが必要となる。この場合、前述した
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溶着部でのシール性の他、ケーブルを挿通した後に上記ケーブル引き出し孔に対して別途
樹脂封止する等の適宜な手法を併用すれば、筐体としてのシール性を確保することは可能
である。
【００３６】
　また予備溶着については、本溶着を確実に行うことができないと想定される部位に対し
てだけ、具体的には線状にレーザ溶接する場合における溶着開始部位の近傍や、第１およ
び第２の部品における反り（ソリ）や退け（ヒケ）の影響が出易い部分にだけにアシスト
的に行うことも可能である。また第１および第２の部品間のレーザ溶着すべき部位（溶着
ライン）が予め定められている場合には、その溶着ラインと平行に予備溶着を施せば十分
である。また予備溶着する部位と本溶着する部位との離反距離については、第１および第
２の樹脂材の各素材（仕様）やレーザ光の強度等によっても異なるが、一般的な樹脂材を
レーザ溶着する場合には、２ｍｍ程度の範囲内であれば十分である。その他、本発明はそ
の要旨を逸脱しない範囲で種々変形して実施することができる。
【符号の説明】
【００３７】
　１　発光素子
　２　受光素子
　３　回路基板
　５　第１の部材（第１の樹脂材）
　５ｂ　レンズ
　６　第２の部材（第２の樹脂材）

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】
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